
第58回定時株主総会招集ご通知に関しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2019年７月１日から2020年６月30日まで）
　
　

　

大日本コンサルタント株式会社
　
　

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款第16
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
https://www.ne-con.co.jp/）に掲載することにより株主のみなさまに
提供しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 Nippon Engineering-Vietnam Co., Ltd.、ＮＥテクノ株式会社

（2）非連結子会社の名称
　 合同会社ふじおやまパワーエナジー
(連結の範囲から除いた理由)
上記１社につきましては、小規模会社であり合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び
利益剰余金(持分に見合う額)等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除
外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び名称

該当事項はありません。
（2）持分法を適用しない関連会社の数及び名称

持分法を適用しない関連会社の数 １社
持分法を適用しない関連会社の名称 株式会社清流パワーエナジー

（持分法を適用しない理由）
上記１社につきましては、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり重要性が乏しいため、持分法の範囲から除外しておりま
す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
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②たな卸資産
イ 未成業務支出金

個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

ロ 貯蔵品
先入先出法による原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年
工具、器具及び備品 ３～20年

②少額減価償却資産
取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しており

ます。
③無形固定資産
定額法

自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を採
用しております。

④長期前払費用
均等償却

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②受注損失引当金
受注業務に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持業務のうち損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合、損失見込額を計上しております。
（4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。
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②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。

③簡便法の採用
当社執行役員の退職慰労金制度及び一部の連結子会社は、退職給付債務及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており
ます。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
売上高
完成基準によっております。

（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上し
ております。

（7）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については特例処理の要件を充たす場合には、当該処理方法を採用しておりま
す。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
金利スワップ取引
ヘッジ対象
長期借入金

③ヘッジ方針
現在又は将来において、相場変動等による損失の可能性がある資産・負債が存在する場合に限り、

相場変動等によるリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を利用する方針であり、短期的な売買
差益の獲得や投機を目的とするデリバティブ取引は一切行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法
特例処理の要件を充たしている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略しております。

（8）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理は税抜き方式を採用しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．たな卸資産の内訳

未成業務支出金 2,706,716千円
貯蔵品 301千円
計 2,707,018千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 812,687千円
　 上記の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
（経緯）
当連結会計年度において、事業の用に共していない遊休資産のうち、時価が下落した資産グループの
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（5,742千円）として特別損失に計上いた
しました。
なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産価格調査報告書に基づく

合理的な見積りにより評価しております。
（減損損失の金額）

場所 用途 種類 減損損失（千円）
北陸支社（富山県富山市） 売却予定資産 土地及び建物等 5,742

（グルーピングの方法）
当社は原則として、事業用資産については支社を基準としてグルーピングを行っており、売却予定資
産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

（回収可能額の算定方法等）
当該資産の回収可能価額は正味売却価額とし、不動産価格調査報告書に基づいて算定しております。

2020年08月20日 14時38分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 5 ―

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,660,000株
２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2019年９月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 129,346千円 18円 2019年６月30日 2019年９月27日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年９月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 215,831千円 30円 2020年６月30日 2020年９月25日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 30,150株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

資金運用については、一時的な余資について安全性の高い金融資産に限定し、又、資金調達について
は、運転資金を銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に対する為替
変動リスク並びに借入金の金利変動リスクをリスクヘッジする目的に限定し、投機的な取引は行わない方
針であります。

2020年08月20日 14時38分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 6 ―

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び完成業務未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、販売管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行ってリスクの軽減を図ってお
ります。又、外貨建の営業債権は為替の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ管理基準に従
い、必要に応じ先物為替予約を行う方針であります。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的に時価を把握するとともに発行体の財務状況を把握しております。
営業債務である業務未払金、未払金、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。
営業債務は流動性リスクに晒されておりますが、月次で資金計画を作成する等の方法により管理してお

ります。
（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。又、デリバティブ取引に関する契約額等につい
ては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項
2020年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）
２ 参照）。

　

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 5,217,876 5,217,876 ―
（2）完成業務未収入金 2,640,766

貸倒引当金 ※１ △5,226
2,635,539 2,635,539 ―

（3）投資有価証券
その他有価証券 198,606 198,606 ―

資産計 8,052,022 8,052,022 ―
（1）業務未払金 881,807 881,807 ―
（2）未払金 664,301 664,301 ―
（3）未払法人税等 201,964 201,964 ―

負債計 1,748,073 1,748,073 ―
　

※１ 完成業務未収入金に対する貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）完成業務未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（1）業務未払金、（2）未払金、（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
投資有価証券

その他有価証券（非上場株式等）※２ 71,384
　

※２ その他有価証券（非上場株式等）については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを
合理的に見積ることができないため、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「（3）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権の決算日後の償還予定額
　

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 5,210,882 ― ― ―
完成業務未収入金 2,640,766 ― ― ―

合計 7,851,648 ― ― ―
　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 899円51銭
２．１株当たり当期純利益 155円85銭
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（重要な後発事象に関する注記）
（株式会社ダイヤコンサルタントとの経営統合に関する基本合意書の締結について）
当社は、当社と株式会社ダイヤコンサルタント（以下、「ダイヤコンサルタント」といいます。）との経営

統合（以下、「本経営統合」といいます。）に向けた協議を開始することについて合意し、2020年８月７日付
け取締役会の決議に基づき、基本合意書を締結いたしました。
当社及びダイヤコンサルタント（以下、併せて「両社」といいます。）は対等の精神に則り、本経営統合に

向けた具体的な検討を進めてまいります。

１．本経営統合の背景及び目的
（1）本経営統合の背景

建設コンサルティング業界におきましては、将来、地方の衰退・担い手不足・予算を上回るインフラの
老朽化が予想され、同業界に対する社会要請も官主導から民間の資金・ノウハウを活用した運営による事
業に変化すると考えられます。
当社は、1963年に橋梁の調査・設計などのコンサルティング業務を目的として設立し、現在では総合

建設コンサルタントとして官公庁が発注する建設事業に関する調査・設計などのコンサルティング業務全
体の業務を行っています。これからの建設コンサルタントが担っていくべき領域として事業マネジメント
を見据えるとともに、民間事業などの市場拡大や、エネルギー事業などの新しい事業領域の拡大を進めて
います。
一方、ダイヤコンサルタントは、1963年に資源系の地質調査会社として発足し、現在では総合建設コ
ンサルタントとして地質・地盤・地下水・資源の調査・解析とこれを活かした土木設計の業務を行ってい
ます。近年の自然災害の激甚化に伴う社会資本の強靭化に貢献するとともに、地球温暖化対策や資源・エ
ネルギーの確保など我が国が直面するグローバルな課題に対しても取り組んでいます。
両社は、これらの取り組みを推進するためには、両社が保有する人材及び技術などの経営資源を相互に

活用することに加え、迅速かつ機動的な意思決定に基づきそれぞれの事業を成長させることにより、グル
ープとして、事業領域と顧客基盤を拡大し、生産性の向上を実現していくことが必要であるとの認識で一
致し、本経営統合を目指すことに合意いたしました。

（2）本経営統合の目的
企業の持続的な発展のために業務領域の拡大は不可欠であり、既存の事業領域においても果たすべき役

割の変化やニーズの多様化が急速に進んでいます。
橋梁を中心とした構造物の計画・設計に強い当社と地質・地盤の調査・解析に強いダイヤコンサルタン
トが得意分野を融合することによって、調査・設計・維持管理に対応できるプロフェッショナル集団が、
自然災害の頻発化・激甚化、地球環境問題の深刻化、既設の社会インフラの老朽化にも対応できる総合建
設コンサルタントとして、「人と社会と地球の安全・安心に貢献する」、「安全・安心な国土の形成」、「活
力や魅力の溢れる地域づくり」のため、高度な技術サービスを提供する企業を目指します。具体的には、
本経営統合を通じて、以下の目標の実現を目指します。
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① 企業規模の拡大による成長力の強化
両社が保有する人材、技術、情報などの経営資源を相互活用し、また両社の事業を相互に補完、活用す

ることで事業領域及び収益の一層の拡大を目指します。
また、本経営統合により安定した受注、間接費の削減、業務の効率化を図り、強固な経営基盤の構築を

目指します。
② 業務遂行能力の向上による受注の拡大
両社が得意とする分野を融合することにより、調査から設計・維持管理までのワンストップ化・効率

化を進め、国土保全分野での業務遂行能力の向上による受注拡大を目指します。
③ 新規事業への参入可能性の向上
両社の知見や設計技術を組み合わせることで新規事業への参入・拡大を目指すと共に、エネルギー・環

境関連分野においても新たな市場の開拓を目指します。

２．本経営統合の日程
本経営統合にかかる日程に関しては、下記のスケジュールを目途として今後検討及び協議してまいります。但

し、今後手続きを進める中で、本経営統合の手続き進行上の必要性その他の事由により本経営統合の日程を変更
する必要が生じた場合には、別途協議の上、日程を変更する可能性がございます。
基本合意書の締結 2020年８月７日

本経営統合に関する最終契約の締結 2021年２月（予定）

本経営統合の効力発生 2021年７月（予定）
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成業務支出金
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品
先入先出法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
工具、器具及び備品 ３～20年

（2）少額減価償却資産
取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

（3）無形固定資産
定額法
自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を採用し

ております。
（4）長期前払費用

均等償却
３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）受注損失引当金
受注業務に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における手持業務のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合、損失見込額を計上しております。
（3）退職給付引当金

従業員及び執行役員の退職金の支給に備えるため設定しております。従業員部分については、従業員の
退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。
なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差異等を控

除した額を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。
なお、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

③簡便法の採用
執行役員の退職慰労金制度は、退職給付債務および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
５．売上高の計上基準

完成基準によっております。
６．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については特例処理の要件を充たす場合には、当該処理方法を採用しております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段
金利スワップ取引
ヘッジ対象
長期借入金
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（3）ヘッジ方針
現在又は将来において、相場変動等による損失の可能性がある資産・負債が存在する場合に限り、相場

変動等によるリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を利用する方針であり、短期的な売買差益の獲
得や投機を目的とするデリバティブ取引は一切行わない方針であります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
特例処理の要件を充たしている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略しております。

７．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理は税抜き方式を採用しております。

　
（貸借対照表に関する注記）
１．たな卸資産の内訳

未成業務支出金 2,677,965千円
貯蔵品 301千円
計 2,678,266千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 803,069千円
３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
４．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 520千円
短期金銭債務 135,319千円

５．取締役に対する金銭債務
長期金銭債務 5,460千円
上記の取締役に対する金銭債務は、役員退職慰労金未支給額であります。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
（1）営業取引 657,460千円
（2）営業取引以外の取引 5,715千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末株式数（株）
普通株式 474,058 45 8,500 465,603

（注）１．普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
　 ２．普通株式の自己株式の減少は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 （千円）
未払費用 61,366
未払事業税等 25,512
受注損失引当金 4,957
未払役員退職慰労金 1,670
退職給付引当金 226,255
退職給付信託設定額 52,769
貸倒引当金 1,599
投資有価証券評価損 12,978
減価償却超過額 26,162
資産除去債務 22,852
新株予約権 5,315
その他有価証券評価差額金 5,444
減損損失 29,145
その他 15,280
繰延税金資産小計 491,311
評価性引当額 △46,839
繰延税金資産合計 444,471
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △28,782
有形固定資産（資産除去債務対応分） △10,293
退職給付信託設定益 △21,361
前払年金費用 △349,421
その他 △352
繰延税金負債合計 △410,210
繰延税金資産の純額 34,261
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 889円38銭
２．１株当たり当期純利益 146円42銭

（重要な後発事象に関する注記）
（株式会社ダイヤコンサルタントとの経営統合に関する基本合意書の締結について）
連結注記表（重要な後発事象に関する注記）に記載した内容と同一となるため、注記を省略しております。
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